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私たちは、
たくましい創造性と
優れた技術を磨きあげ、
社会を豊かにする価値を提供し、
人 と々の共生を願い、
限りなく前進します。

企業理念

　お客様目線で考える基本に忠実な人材の育成と、

これまでに築きあげてまいりましたお客様との信頼

関係を維持、発展させるべく技術継承に取り組んで

まいります。今一度、初心に返り、新たな飛躍に向け

たゆまぬ努力を継続していくことで着実な企業成長

を推し進めてまいる所存です。 

　今後とも、株主、投資家の皆様から一層のご理解

とご支援を賜りますようよろしくお願い申しあげます。

今後ますます必要となるのは地球規模での環境対策であ
り、2011年と2016年に強化される船舶用ディーゼルエン
ジンのＮＯx規制に対応する製品の開発をはじめ、お客様の
ニーズを重視した環境対応エンジンの研究と開発を進めて
おります。また、オリジナルエンジンを製造している守山工場
が世界のモデル工場となれるよう、ハード・ソフト両面での改
革を定着させ、さらなる総合品質の向上を目指しております。

経営のグローバル化を加速させ、技術提携先へは徹底した
品質指導と技術教育を行い、グローバル市場においてダイ
ハツブランドエンジンのシェア拡大を図るべく精力的な販
売支援活動を進めております。

当社製品は、30年を超えてお客様にライフサイクルバ
リューを提供するものであり、グローバルサービスネットワー
クの構築と、顧客管理機能のシステム化、グローバルな人
材育成を進めることで、世界中のお客様へ満足度の高い
サービスをお届けすることを目指しております。

代表取締役社長 古川 與四郎

株主・投資家の皆様へ

　株主、投資家の皆様にはますますご清栄のことと

お喜び申しあげます。

　昨年10月以降、世界的な金融市場の混乱とそれに

伴う世界景気の後退は急激なスピードで拡大し、当社

グループが最も影響を受ける海運・造船業界におきまし

ても、好調だった海運市場は低迷し、造船ブームもトー

ンダウンするなど激変の１年となりました。

　このような事業環境下で、素材価格の高騰、株安・

円高基調の継続などのマイナス要因もありましたが、

国内外の造船所向け船舶用エンジン販売の増加や

部品販売の増加等により、平成２１年３月期の連結決算

におきまして、増収・増益とすることができました。

　今後しばらくは、世界経済や当社を取り巻く環境は

不透明な状況が継続するものと考えられます。事業環境

が激変する中で、当社グループにおきましては、企業価

値向上のための経営戦略の柱として次の３点を掲げ、

鋭意取り組むことにより継続的な事業発展を図って

まいります。

重点的な取り組み

01　競争力のあるオリジナルエンジンの開発と生産

02　技術提携先への積極的な技術支援と販売支援

03　お客様に対する部品、サービスの提供

■当グループの営業成績および財産の状況の推移

（百万円） （百万円）
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内燃機関関連事業

不動産賃貸関連事業

　当事業における主力の梅田スカイビルにおきましては、事業環境の不透明感は強ま
りましたものの入居率が改善された状況が継続し、売上、利益とも増加いたしました。

　従いまして、当事業の売上高は942百万円（前年同期比2.6%増）、営業利益は
380百万円（前年同期比6.6%増）となりました。

産業機器関連事業

　建築金物関連部門につきましては、関
連業界の落ち込みの影響による販売不
振が続き、売上、利益とも減少いたしました。
　なお、建築金物関連部門の製造・販
売を行ってまいりましたダイハツディーゼ
ルエヌ・エイチ・エヌ株式会社につきまし
ては、本年２月28日をもって解散を決議
し、清算中であります。

　アルミホイール部門におきましては、自
動車業界全体の状況悪化が深刻化し、
軽自動車においても販売台数が減少す
る中ではありましたが、売上、利益とも微
増となりました。

　従いまして、当事業の売上高は5,175
百万円（前年同期比14.3%減）、営業損
失は55百万円となりました。

次期の見通し

今期のご報告 セグメント別の業績

■当社グループの次期の見通しにつきまして
は、内燃機関関連事業における舶用機関市
場では、世界経済の急速な落ち込みによる海
上荷動量の激減や、新造船物件のキャンセ
ル、大幅な納期変更が相次いでいる状況にあ
ることから、当社グループにつきましても、そうし
た不透明感や急激な円高の影響により厳し
い事業環境となることが予想されます。中国の
技術提携先との協調を図ることにより全体と
しての販売台数拡大を図ってまいります。

■陸用機関市場では公共投資拡大による大
幅な需要増加は見込めないものの、環境保護
と省エネルギー化の流れを受けたガスコージェ
ネ市場でのガスエンジン販売と併せ、積極的
な受注活動により販売台数の拡大を目指して
まいります。

■産業機器関連事業では、国内外の景気低
迷の影響から軽自動車の販売増加が見込め
る状況になく、当社アルミホイールの販売も厳
しい状況が予想されます。

■不動産賃貸関連事業では、業界全体として
空室率が上昇するなどビル賃料が改善する環
境とは言えず、厳しい状況が継続するものと考
えております。

　このような状況であり、第2四半期の見通し
としては、売上高30,000百万円、営業利益
2,000百万円、経常利益2,000百万円、第2
四半期純利益（累計）900百万円、通期の見
通しとしては、売上高66,000百万円、営業利
益5,500百万円、経常利益5,300百万円、
当期純利益2,700百万円となる見込みです。

　当事業におきましては、船舶用機関部門と陸用機関部門に大別されて
おり、各部門の状況は次のとおりであります。

　国内外の造船所向け販売活動強化により、主力の発電用補機関を中
心に販売台数が増加いたしました。また、海外サービス事業ならびに海外の
技術供与先に対するノックダウン部品の販売についても前年実績を上回る
ことができました。

　公共投資の抑制傾向が続く中、民間の設備投資についても状況の悪化
が顕著となり、官公庁向け、民間向けともに積極的な販売活動を進めてまい
りましたものの販売台数、売上ともに前期実績を下回りました。

　従いまして、当事業の売上高は部品販売、メンテナンス工事も含めて
65,441百万円（前年同期比21.4%増）、営業利益は9,077百万円（前年
同期比25.7%増）となりました。

■陸用機関部門

■船舶用機関部門

■建築金物関連部門 ■アルミホイール部門
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